
行政手続コストの削減状況（平成29年度計測値からのH30年度削減率）

営業の許認可 社会保険 補助金 調査・統計 労務管理 就労証明書 各省庁合計

削減率 41.06% 41.06%

H29コスト実績（ベース) 20千時間 20千時間

総手続件数 7,399 7,399

コスト計測対象項目数 1 1

削減率 0.00% 0.00% 0.00%

H29コスト実績（ベース) 33千時間 5,560千時間 5,593千時間

総手続件数 446 2,460,000 2,460,446

コスト計測対象項目数 1 1 2

削減率 -13.30% -13.30%

H29コスト実績（ベース) 610千時間 610千時間

総手続件数 221,967 221,967

コスト計測対象項目数 6 6

削減率 0.23% 0.23%

H29コスト実績（ベース) 105千時間 105千時間

総手続件数 21,381 21,381

コスト計測対象項目数 10 10

削減率 17.68% 0.05%* 0.06%

H29コスト実績（ベース) 3千時間 4,167千時間＊ 4,170千時間

総手続件数 2,905 2,013,096＊ 2,016,001

コスト計測対象項目数 2 6 8

削減率 0.00% 0.00%

H29コスト実績（ベース) 5千時間 5千時間

総手続件数 1,115 1,115

コスト計測対象項目数 4 4

削減率 24.01% 5.70% 21.81%

H29コスト実績（ベース) 1,544千時間 210千時間 1,754千時間

総手続件数 31,658 91,751 123,409

コスト計測対象項目数 4 2 6

削減率 13.91% 22.21% 9.05% 11.71%

H29コスト実績（ベース) 1千時間 1,550千時間 6,097千時間 7,648千時間

総手続件数 619 48,048 78,000 126,667

コスト計測対象項目数 2 4 6 12

削減率 21.31% 9.18% 10.35% 1.20% 15.26% 11.08%

H29コスト実績（ベース) 21,122千時間 123,339千時間 761千時間 4,796千時間 15,726千時間 165,745千時間

総手続件数 2,112,496 52,408,784 27,490 1,541,405 2,817,653 58,907,828

コスト計測対象項目数 142 28 12 30 14 226

削減率 0.15% 12.09% 11.54% 0.75%

H29コスト実績（ベース) 13,610千時間 117千時間 632千時間 14,359千時間

総手続件数 129,637 1,173 139,995 270,805

コスト計測対象項目数 4 8 7 19

削減率 5.96% 11.06% 17.51% 8.71%

H29コスト実績（ベース) 18,585千時間 8,393千時間 3,575千時間 30,554千時間

総手続件数 1,305,256 191,101 1,438,100 2,934,457

コスト計測対象項目数 130 24 32 186

削減率 -0.70% 35.68% 5.66% 10.39% -0.14%

H29コスト実績（ベース) 84,531千時間 595千時間 3,383千時間 541千時間 89,050千時間

総手続件数 1,406,635 11,690 1,024,274 196,356 2,638,955

コスト計測対象項目数 21 6 11 1 39

削減率 17.56% 12.58% 3.62% 14.67%

H29コスト実績（ベース) 1,165千時間 1,584千時間 4千時間 2,753千時間

総手続件数 219,586 12,646 24,000 256,232

コスト計測対象項目数 4 1 1 6

削減率 3.92% 9.18% 13.63% 6.65% 15.10% 0.00% 7.01%

H29コスト実績（ベース) 141,282千時間 123,339千時間 13,033千時間 22,886千時間 16,267千時間 5,560千時間 322,368千時間

総手続件数 5,453,255 52,408,784 292,594 6,358,020 3,014,009 2,460,000 69,986,662

コスト計測対象項目数 329 28 56 96 15 1 525

合計
（手続ごと）

（注1）各年度における行政手続コストの計測時期は、それぞれの業務の状況等に応じて各府省が決めており、必ずしも年度末の状況を示したものではない。
（注2）平成30年度のコスト未計測の手続については削減率０％として算出している
（注3）合計削減率は、平成29年度の各分野の総行政手続コストからの削減率である
（注4）外務省、防衛省、原子力規制庁については、コスト計測該当項目がないため記載していない。
（注5）商業登記等（2,759千時間）の取組期間は5年計画である
（注6）取組最終年度が令和２年度以降である調査（5年に1度しかない調査等）の各種数値については算入していない
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